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日本農業機械工業の流通機構U

ソーポ γ ・チタサッチャー

I は じ め に

農業機械工業は，産業構造の中での二大セクターである工業部門と農業部門

との接点にある。生産立地は，他業種と比べて農村的性格が強い。いうまでも

なく販売り側面でも，末端では農村地域を拠点としている。注目すべきことは，

当業界の流通経路が製造企業の販売会社や特約庖によって構成される商業者の

系統と，農協系統との二本立てになっていることである。両者の相互関係は地

域によって協調的，競合的の違いはある 4のの，末端では相互補完的関係を保

っている。

商業者系統について見れば，そこでは系列化の進行が特徴的であり，この販

売体制jの系列化は「稲作の機械化一貫体系J" の完成期，すなわち1970年代以

後に進行したものである。これは農業機械業界の再編成をもたらしたのである。

農協系統との関係では，京都地域の実例において示されるように，製造大企

業の販売脂が採っている販売政策も.専業・兼業製造企業"'の二類型がその相

異なる二つのタイプを打ち出している。おそらくこれは両類型の相異なった経

営戦略に基づいたものであろう。

そこで，本稿ではまず当業界の販売体制jの系列化過程を検討する。その際，

当業界上位2社，すなわち久保田鉄工と井関農機との聞に起こった，いわゆる

1) 木稿は，拙稿「日本農業機械工業の企業類型J(W経済論叢』第132巻第3・4号， 19四年9

10月〉で充分に展開できなかった課題の分析を中心にしている。
なお，上記論文に引き続いて本稿の作成に当たっても，様々 な形で御指導下さった渡辺尚助教

授に心から感謝申し上げます。
2) 同土論文，第l図， 98ページを参照」
3) 同ム論文， 103~09ベ ジを参照。
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「販売盾争奪戦」に焦点を当てタ。次に，現在農業機械の販売網を構成してい

る「商業者ルート」と「系統ノレート」叫との関連を分析する。さらに，販売活

動の一事例として京都地域における商ノレートの実態に検討を加えてみたい。

II 流通機構の系列化過程

第二次大戦直後農業機械工業(以下「農機工業」と略す〉は「平和産業」と

され，一部の軍需工場が転換工場に選定された。この時期に動力耕転機が出現

したので，まずこの部門への他業種大手企業の進出が目立った。大手企業によ

る生産，販売の系列化はこの時期に始まった。こうした動きの中で 部大手企

業による生産の集中が強化されたのである。

それでは，販売の系列化がど D ような形で進行したのかについて見てみよう。

その起点をなしたのは，井関農機と久保田鉄工との聞に起きた「販売広争奪戦」

であった。

戦前の農機販売庖には現在ほどの製造企業別系列販売会社及び代理屈はなく，

もっぱら伺人商庖あるいは農具屋，野鍛冶があるだけであった。つまり，農機

具専門の取扱い商人はまだ出現していなかったのである。やがて，第二次大戦

にはいると農機具の配給制が行われ，当時全国各県に総代理屈制が敷かれるよ

うになった。この総代理屈制Jは戦後1949年まで続いた。農機具配給機関は性格

の異なる二種類のものから構成されていたヘすなわち，一方では各県の有力

販売庖で，当時としては県内屈指の大型庖であり，各銘柄品を小売屈に配給し

たものと，他方では各メーカーが自ら創り出したものとである。このようにし

て，戦時統制は各農機製造企業に全国的規模の代理屈網をもたらし， とりわけ

井関の場合は，戦後総代理庖が解除された後井関だけの卸売庖網を拡大して，

各県での販路を開拓してきた。 ζ の卸売!苫が発生したことは，現在の肱売経路

り中の「商業者ノレート」が形成されたことを意味する。

4) I商業者ルート」と「系統Fレート」については同上論士1 町節， 109~15へージを参照。
0) 薬師寺章男「当社隈克網の移り変り」弁関農機焼式会社の内部資料I 1975年 I 18--"ージo
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これらの卸売庖が有力暖売庖である場合，有力企業品の併売も行っていたヘ

このように，各製造企業は当初その販売体制において協調関係にあり，その限

りで利害関係は一致していた。ところが. 1950年代にはいると事態が一変した。

それは，各大手企業が耕転機の生産に参入したことによってもたらされたもの

である。すなわち，この時期に「販路の拡張のため激烈な競争が展開され，製

造業者は販売業者への在庫の強要，系列販売屈の強化，メーカー出資による販

売会社，営業所等の設置などを進めた」η のである。

こうして井関は耕転機の製造販売を開始するとともに，それまでの対久保田

協調関係を断ち切り，両社は一転して競争関係に突入した"。井関と久保田と

り間に発生した「販売庖争奪戦J (四回~61年)は，有力販売屈に二者択ーを

迫まる形になったヘ乙うした状況の中で，最初に久保田が「着々として腹売

の系列化に乗り出したために井関もこれに対処することになったJ'ω のである。

結局，井関は新しい主力応を獲得して系列販売会社とするような作戦を採った。

他方，久保田ほそれへの対応策と Lて i販売屈を完全に傘下に入れるために

は，主製品は全部供給しなければならなL、j1l)ので，しかも久保田は調整用機

械の生産技術を持っていなかったため，脱穀機や籾摺機について今間製作所と

の聞に生産契約を締結したのである。これに対抗して井関は，川崎，三菱など

からエンジンの供給を受けることになった。

の すなわち，当時の代表メーカーである井関の調整用機械や，久保田，ヤンマーの発動機を同時
に販売するこをが多かった。s"1えば， 井関が株式会社に改組されて聞もな((1936年頃).大阪
市南区立売掴にある「杉山商盾」は久保田製品である農工用石油発動機の総代理屈であったが，
井関はこの久保田の農業用発動機の販売網に乗せてヰセキ式籾摺機を委託販売することに成功 L

た。また井関町阪売肩である岡山県白「河上商会」が，同様に久保出のエンシンと井関田籾摺般
を併売していたのもそのー倒である(井関農機株式会社『井関邦三闘陪~ 1972隼 128.282ペー
ジ)。

7) 武井昭『日本農業の機械化』大明霊~， 1971年.84ベージ。
8) 井関農機，前掲書:， 274へージ。
9) iJl[売日庖争奪戦Jは井関と久保田との問に起きただけではなし久保田とヤンマ 左白間にも，
ヤシマ 農機の発足(1961年〉により東北各県で始まった。詳し〈は，新農林社編『農機産業百
年』新農林社， 1968革 125~34ページを参照。

10) 岸田義国編『農機工業D変遷一一一戦桂2C 年(1945-65年)~新農林社， 1965年.70ベージ。
11) I司土. 70へジ。
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1960年代にはいってからのトラJターの出現は，農機業界の企業間格差を一

層広げることになった。企業聞の階層分化については，

f(1) 困定資産額も大きく量産体制が可能で販売網に対しても広〈系列化

ないしは製品専属化を可能とし，牛産・販売両国で支配的立場を示し始めた第

一次グループ。

(2) 特定の製品，限られた特定の市場分野においてのみ第一次グループに

対抗でき，企業的安定を確保しようとする第二次グループ。

(3) 大手グノレーフ.に系列化されることによって安定を保つことになる第三

次グループJ12) の三群に分けられる。

以上のことから，従来の販売居に対する専属化，系列化が大手企業主導の卜

に進められていたことが理解される。こうした状況り中での大型機械〈トヲク

タ 〉の登場は，大手製造業者に ζれまでにまして積極的に販売網を拡げさせ

ることになっ犬こ100

ここでも具体的に井関と久保回の場合を見てみよう o まず井関の場合は，久

保田と異なりェ γ ジγ製造部門を持ゥていないという事情'14)から，新しく独自

の販売網を作り上げていくことを余犠な〈されたの具体的には，まず傘下販売

庖に資金と人材を投入し，系列販売会社を設立する。すなわち，約10年間(1961

~71年)に直取引販売庖の吸収，合併，再合併等を行い，販売会社は 1981年に

全国で約47社を数え，原則として 1県 1社制を採っている。

他方久保田については，井関と同様に販売促進のためのサーピ兄・ステーシ

ョン創りを積極的に開始したのは1955年であったが， 1970年までには合計12拠

点を設置し，販売，サーピス体制の充実を図った。したがって， 1961年に設立

された「旭川クボタ」は，久保田の系列販売会社としては初めてのものであっ

12) 薬師寺，前調資料， 20ページ。
13) 中小・零細企業ほとれに対応し得なか勺た。その理由については.武井岡は「その第一は販売

に伴うアフターサーピス機構の整備であり，第三には下取り，割賦販売に基づく資本力の僅位性
等」と指摘している。したがって，中小零細企業が「生存するためには大企業白系列下に入る
こ之を余儀なくされるJことになる〈武生，前掲託 81--4へ ジ〉。

14) 詳しくは，拙楠j 前掲論文日脚注10)，105ベ ジを参照。
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た。その 後1970年までに55社が全国各地に設立された1日。

以上第 1図でわかるように，農機業界における流通機構の再編成過程は，

1960年代のいわゆる「商業者ノレート」の確立をもって終り，現在に至っている。

第 1国 農機流通機構白系列化摸式図

4多

喜多

〔資料〕 農林省「農業用機械服売業実態調査報告書J1964隼からの引用，由井昭
『日本農業の機械化』大明堂， 1971年.88ベーンより 引用。

農

ま

なお，農機流通機構の二本の軌をなす「商業者ノレート」と「系統ノレート」と

の関係についてみると， 日本農業の機械化が本格的に進行する 1950年代以降，

すなわち耕転機時代以降の動向は次のように集約できょう(第 2図参照〕。

15) 久保田鉄工株式会社『久保田鉄工最近十年の歩みA198C年)159ヘ ジ。
なお，とのbまかに三菱農機も同様に，同時期に「三菱系販売会社」を設立した〈三菱農機株式

会社「会社経歴書J.1980年>16ヘージ〉。ヤンマーの場合は，ヤンマーディーゼルを母胎として，

1961年に耕転輯も脱穀機，防除機等の製造業社である竹下鉄工，藤井製作所，エユ}デルター工

業，協和農機と技術，資本町提携を行い， Iヤンマー農機Jという新会社を設立した〈ヤンマー
ディーゼル株式去社『燃料報国一一一ヤンマ 70年のあゆみ~ 19叩年.70ペ ジ〉。
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(1) 1950-1951午
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〔資料] 協同組合経営研究所編『農業構造の変化と農協!178へージからの引用。

(2) 1960'1 
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メ
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カ

[資料〕 農林大臣官房企画室，農林省農政局編『日本農業の機械化lB3ベーシか

らり引用。

(3) 197[1ド
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メ
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[資料1 全同農業f協同組合中央会 f農協の購買事業.!l124ベージからの引用L
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(4) 19R2年

メ

カ

64_2同

第 137巻第4.5号

商業者
ーーー-rーーーー

51.8同

〔資料] 全国農業協同組合中央合『農業協同組合年鑑Jl446ペ ジからの引用。

〈注〉 数字はいずれも各経路の流通価格割合を示す。

二L

ザ

まず上述したように. 1949年に農機具配給機関が解除されると同時に，農機

の流高経路に急激な変化が発生した。従来圧倒的な地位を占めてきた，県総代

理屈や特約盾等のいわゆる「商業者ノレート」の比重が激減した。それに代って

農協「系統ノレート」の比重が増大する傾向は1970年代初まで続いた。特に農協

系統の目覚ましい増大は. 1961年から始まった「農機取扱体制確立運動」の成

果と. 1962年から推進された農業構造改善事業による「近代化資金」の成果と

によって支えられている。つまり. 1960年代にはいって本格的に進行した農業

機械化の機運の下で， トラクターが導入され普及する際に，単価の高い農機の

購入援助金として「近代化資金」が適用され，このことが結果的に政策融資の

機関である農協系統叫に有利に作用したことが挙げられよう。

ところが. 1970年代にいわゆる「稲作機械化一貫体系jがようやく完成され

たことにより農機工業が成熟期を迎えた時点で，皮肉にも機械化による米の生

産過剰が顕在化L. 稲作の減反政策時代に突入した。すなわち. 1971年に第一

次減反が. 1978年には転作を主目標とする第二次減反政策が実施されたが，こ

れが農機の生産，流通に与えた打撃は大きかった。第3図に示されるように，

農協系統り農機取扱比率は1971年に51%のピークに達した後急速に減少して.

70年代後半からは横l:fいを続けている。このことは減反政策の影響が一因では

16) 七戸長生『農業静忠武イhの動揺」邑程』農業総合研究所， 1974年I 216ベージυ
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第 3図農協系統の農機取扱の推移
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[資料〕 京都府経済農業協同組合連合会「農業機械技術指導員大会資料J1981年，
12ページ，および全農東京支所農業機械部『農業機械事業の「現状」と
「課題」と「対応 I~ 1983年， 52ページ，により作成。

あるが，後述のように各メーカーが系列販売会社により積極的な販売活動を行

って，農協系統を追い上げた結果でもある。

III 流通機構の現状分析

大量生産体制下にある今 Hの農機業界は，大量販売をいかにして実現するか

という根本的な問題を抱えている。そ ζで乙の節では農機の流通経路を全国，

近畿，京都府の三つの次元で検討してみたい1円。

1 商業者ルート」

本稿にはいる前に商業者系統について楳念的に触れておくことにする。との

ルートは製造企業の系列販売会計及び特約庖から構成きれている。系列販売会

社は，大抵大企業の資本系列ないしは企業グループに組み込まれ販売活動を行

っている。系列化の際の出資比率は親企業によって相異があるが，例えば久保

田の場合は，販売会社55社のうち，出資比率405百台が29社， 30%台が21社，

17) 京都府は典型的z かつ平均的な農業構造に最も近い形制定っているDで，京都府を一事例とし
て取り上げることにする。
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20%台が 5社となっておりa 平均出資比率は約37%である'"。これに対し ζ，

井関は自ら創り出Lた販売会社の数が多いため，出資比率は久保田のそれを1二

回って50%以上に達すると推定で雪る。他方，特約百は農機の卸・小売商であ

り，大手企業と契約を結び，農機を販売している。ただ，特約百はそれぞれが

独立しているので，農協系統や同じ商業者系統でもある系列販売会社に比べる

と，全体としての組織力や販売力で一段落ちるといえよう。

(1) 全国

一般に，系列販売会社は直接製造企業から製品を仕入れ，販売会社及び地域

によって違いはあるが，大部分の製品は農家に直販されるか，まず特約問に卸

され，次いで農家に販売されるかのいずれかである。残りの部分は農協系統の

県経済連及び単位農協を経由して販売されている。iJu'ir:挙げれば，井関の場合

は全国的にメーカーから販芳会社に約75%の製品を流しヲ残り 25%は「系統ノレ

ート」士通じる。商業者の75%のうち直販は約50%.卸は25%である。久保田

やヤンマーの場合もほぼ同様と推定される〔内部資料の制約のため詳細は不

明〉ロ三菱農機は，後述のように農協系統の比重が大きいn

販売会社〔以下「版社」と略す〉及び特約庖の数についてはm ，大手企業3

社(久保田鉄工，ヤンマ 農機，井関農機〕を見た場合，第 1表の通りである。

その版社数及び従業者数では，久保田町社， 8，230人，ヤンマ -6Zt土， 4，866人，

井関47社， 5，4口口人となっており，販社数では 3社とも 1県 1社ないし 2社ずっ

という共通の体制を敷いている。ところが，ヤンマーの版社数は他の 2社と比

べてやや多いが，逆に従業者数はかなり少い。久保田の従業者数はヤンマーの

それの倍近くで，ヤンマーの 1社当たり従業者数は久保田の約半分でしかない。

井関はこの 2社の中間である。特約届を見ると，ヤンマ は庖数及び従業者数

18) 久保田鉄工杭式会社の社内資料， 1980年。
19) 京師での分析に当たって，農経新報社編『農機実業総覧』農経新報社， 1981年を主資料として

恒用した。当資料目中 c収録商業者数9，300社〈本広，支庖，営業所，サ ピス ステ シ量ン等
を含む〕のうちj 久慌田，ヤンマ z 井闘の系列販売会社及び特約屈を 3社合計4.628社を主主き出
して分析対象とした。
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第1衰全国メーカー別販売会社・特約庖・商届数及び従業者数

(198C年，単位庖，人〉

農業機械の販売庖及び従業者

合 言十 販売会社 特 約 庖

日 |l 「 1 c |(主注業含所む)1B十 D I(脂営業所数数〉 従業者数 (庖営業所数数〉 従業者数

保凶r1，850 I四|ぷ|四 判 明

日 I 1，問削|ぷ|畑 iala副

関 l1，182 I 8加 4715400I4612叫
く545)I (129) 

3社合計 4四|山 i出 I 18，4田|
(2，064) 

全(備国(考19商)7業9年者〕数 I 年問販売額 10，113億45百万円

[資料〕 メ カ 3社は，農経新報社!i'81農機実業総覧Jl198U年により， 1岩考は通附
産業省『載が国の商業Jl1981年， 172~73ページにより作成。

(住) 1 営業所は，サーピス・ステー γ ョン，サ ピス・センタ 1 支庖，出張所，
商品センタ 可轄備工場を含む。

2 従業者数は営業所のも含む。

とも一番多く， 669厄， 5，051人(平均7.5人〕である。久保田は641盾， 4，665人

(同7.3人)，井関は461庖， 2，894人(同6.3人〉とL、う順である。これを見た限

りでは，ヤンマーが特約屈を通しての販売体制に他 2社と比べてより大きい比

重を置いていることがわかる。また阪社にしても，特約!古にしても，井関が他

2社より小規模であるということは，両者の販売政策の相違に帰せられよう。

統計年度は 1年ずれるが，全国農機販売庖数(前出の第 1表〕と比べると，

全国の9，281庖， 48，970人に対して，前出 3社ω合計はそれぞれ4，628庖， 31，106 

人となっている。 ζの 3社だけで全国の商問数，従業者数に対する比率はそれ

ぞれ約50%，63%であり，相当の高率をぶしている。近畿地域に限定Lて見た

場合も大体同じような傾向が見られる。つまり r商業者ノレート」で大手企業

3社が果たしている役割はきわめて大きいといえよう。 しかし，京都府に限っ



54 (482) 第137巻第4.5号

ていえば，その割合はきわbて低<，逆に「系統ノレート」の比重がかなり高い。

(2 ) 近畿

次に近畿地域におけるメーカー別販社，特約庖及び従業者数を見ることにす

る〔第 2表参照〕。メーカ-2llJ販社数は 3社ともほぼ同じである。ただし，従

第2表 近畿地域メーカー別販売会社・特約庖・商官数及び従業者数

(1980年，単位届，人〕

農業機械の販売広及び従業者

| 販売会社 | 

昔話)I B+D Ic吋ーも」従業省

保凶 1 m711Z2|| 判1 明 |i m 

ヤンマ一|| 180l1 Mm  〔693〕 4田 (738D〕1i 528 

井
331 

205 1，332 
(77) 

近(備畿(1考商9〉7業g年者〕数 I 年問販売額 1，042億56百万円

[資料〕 第1表と同じ。

業者数では久保田，井関，ヤンマーの順であり，全国統計と同様な傾向を示し

ている。また特約庖については，やはりヤンマーが居数及び従業者数でトップ

に立つことも同様である。

以上見てきたように，全国及び近畿地域においてほぼ同じような二つの型を

見出すことができょう。すなわち，版、社数，従業者数が最大規模の「久保田型」

と版社の規模は久保田のそれより劣るが，この流通パイプ。を補うために全国的

に特約庖をより多く設置している「ヤンマー型」である。しいていえば久

保田型」は版社に重点を置いているのに対1..-， Iヤンマー型」は特約広に重点

を置いているといえよう。井関の場合は，特約庖がヤ γマー，久保田より少い
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が，販社が久保田のそれに次くため「久保田型Jに分類されよう臼〉。しかし，

この両型はあくまでも全国的・近畿的段階についてのみ見られるものであって，

京都地域に限って見ると，また特有の現象が見られる ζ とが注意されるべきで

ある。というのは，版社に重点を置いているはずの久保田が京都地域において

販社主一つも持っていないからである(第3表参照)。 乙の点については， 農

協系統との関連で後述する。

第3表京都地域メーカー別販売会社・特約庖・商厨数及び従業者数

(1980年，単位庖，人〉

農業機械の販売庖及び従業者

合 販売会社 i 特約庖

犠 1BDM吋叫ぶ
久 保田 1 13 I 叫 -1 - ο 

57 

13 8 
(10) 

3社合計
11 159 
(15) 

京(備都(1考9商7〉9業年者)数 I 年問販売額 134億44百万円

〔貰う料] 第1表と同じ。

( 3) 京都府

ここで京都府における大手企業3社の版社及び特約庖を見てみよう。まず第

4表は， 1981年のアンケート調査の結果をまとめたものであるが，メーカー 3

社の版社及び特約庖は合計して13社である。井関心場合は，lI!it社として「京滋

牛セキ販売株式会社J2D (第4表のK社〉が資本金及び従業者数の規模では最

20) 三菱農機の場合は，桂述するように，農協系統との関1*，が深いので，この両型に分類されない.
21) この会社は，後述のように京都府のほかに，滋賀県，兵庫県のー部〈氷上郡〕を管内の販売会

社として井関の製品を取り扱っている。
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京都地戚メーカー別販売会社及び特約賠の構成(1981年。アンケート調査結果〉

〈単位千円，人， )'fr) 

特管制所在地J資本金l従業者数l営業所数|主要銘柄| 取 扱 機 種

〔久保田鉄工〕

A社(特〉 綾部市 25，000 52 6 クボタ 耕転機，管ジ理ン機， コンパイン，ハーベスタ
ー，エン 草刈機

B社(特〉 京都市 20，000 26 2 クボタ 全機種

C社(特〉 相楽郡 18，2-97 16 z クボタ トラクター，管理機，回植j機，防除機，コ
ンJヰイン

Cヤンマー農機〕

D社(版〉 中 郡 10，000 16 1 ヤンマー 全機種
マルマス 乾燥機，精米機，カッター

日研 刈払機

新ダイワ 刈払機，ポ γプ

E主主 〈特〉 舞鶴市 10，000 10 ヤY マー トラクター，メIJ払機，田植機，防除機，ョ
ンパイン

本 田 T -17 一

F社(特〉 京都市 6，30日 13 1 ヤンマー 全機種
サタケ 事空機， 精米機， 籾摺機， ライスグレー

G左(特〉 綴喜 w 3，000 6 ヤンマー トラクター，設田機1直機，防除機， コンパイン，
籾摺機，建

本 田 耕転機，管理臓，エンジン

上 森 ノξインダー

大 島 乾燥機，籾摺機

第 4表



日
い
非
開
蝉
薄
薄

H
紬
S
再
出
世
欝
諦

日社(特〉 福知山市 〈不明〉 10 l ヤンマー (不明〉

I社(特〕 亀岡市 2，000 13 z ヤンマー 全機種

J社(特) 京都市 5，000 5 l ヤンマー 全機種

山 本 乾燥機，米選機，カッター

カンりウ 精米機，自走自l説機

、、 マノレナカ 防除機，刈払機

本 田 テイラー，管理機

〔井関燥機〕

五社(版〉 京都市 80，000 65 10 ヰセキ 全機種

ヰセキカワサキ エンジン

L社〔特〕 福知山市 10，000 3 牛セキ トラグター，耕転機，田植機，コンパイン，
パイ γ ダー

ヰセキカワサキ エンジン，メIJ払機，グレーダー

金 子 乾燥機

M社(特) 宮津市 100 5 ヰセキ トラグター，田植機， ヨンパイ y

初 回 防除機

三 菱 モートル

取盤機種の「士機種』とは，稲作作業に使用さオLるヲべて山機種〈トフクター，耕転機，背理峰!出植機，防除機，

コソパイン，パインダー，脱穀機j 籾摺機，精米機，乾燥機〉を窓拡ーする。

〈住〉

(
品
目
〉
可



印
∞
(
邑
∞
)

鵠
岡
山
叶
端
部
品
・
目
叩

京都地域メーカー別販売后〈営業所を含む〉の立地(1980年〉

久 保 日 ヤ :/ マ 井 関

肱 売 応 "1所在地|従業者| 版 古)lJ 庖 所在地|従業者| JlI1 売 百 !所在地|従業者

〔販売会社] 〔販売会社〕 〔販売会社〕

な L D 社 中 郡 16 K 社 京都市 65 

〔特約庖] 宮津営業所 宮 津 市 住宅事業部 京都市

A 社 綾部市 52 〔特約百〕 福知山営業所 福知山市

福知山営業所 福知山市 E 社 舞 鶴 市 10 京北支庖 福知山市

舞鵠営業所 舞鶴市 F 社 京 都 市 13 綾部営業所 綾部市

綾部整備センター 綾部市 美山出張所 北桑田郡 亀岡営業所 亀岡市

宮津支居 官津市 G 社 続 喜 郡 6 山域営業所 城陽市

峰山営業所 中 郡 H 社 福知山市 10 京商商品センター 久 世 郡

岩滝整備センター 与甜郡 綾部営業所 綾 部 市 京都立庖 久 世 郡

B 社 京都市 26 I 社 亀 岡 市 13 京南営業所 久 世 郡

色岡営業所 亀岡市 美山営業所 北桑田郡 園部営業所 船井郡

八木支席 船井郡 園部営業所 船 井 郡 〔特約庖〕

c 社 相楽郡 16 J 社 京 都 市 5 L 社 福知山市 3 

北稲工場 相楽郡 大宮支居 京 都 市 M 社 宮津市

宇治営業所 宇治市

合 計 13席 |白人| メ8- 計 13庖
1
73人|

メ8- 計 13庖 [η 

第 5表

第 1~長と同じ。[資制
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なお、以上のマ クカペそれ
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ヨ予見日lも
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も大きい。ヤンマーの場合は，府北部の中郡にある「丹後ヤ Y マ 販売株式会

社J (D社)がある。規模は井関のそれほど大きくはない。特約庖については，

井関 2社，久保田 3社，ヤンマ-6社である。従業者数は久保田が最も多く，

3社で合計94人の規模である。久保田の特約庖 3庖のうち， B社は京都市及び

丹波地域を， c社は山城地域を A社22)は丹後地域を，京都府を 3区分して管

理L，製品を流通させている叩。

販社，特約居(蛍業所主含む〉の立地について，第 5表吉見ることにしよう。

大手3社の所在地は営業所を含めて，テザトリー別に示せば第 4図の如〈であ

る。つまわ，京都府士山城，京都市，園部，中丹，丹後に区分し，山城におい

ては井関が久世郡，城陽市，久保田が相楽郡，ヤンマーが綴喜郡にそれぞれ飛

び地的に販売拠点として版社か特約席を置いている。岡部には亀岡市，船井郡，

中丹には槙知山市，綾部市，丹後には宵津市を中心として， 3社揃ってそれぞ

れの地域に版社，営業所等を lない1.-2ケ所設置している。このように地域的

に見た限りでは，山城を除いて 3社とも設置したテリトリーは共通した特徴

を持っている。このことは「系統ルート」の販売拠点との関連で後述す品こと

にする。

2 1系統ノレ-fJ 

農協系統ノレートにおける農機の流れは次のようになっている。まず各単位農

協(以下「単協」と略す〕は，ユーザーである農家からのー要求が多い機種につ

いて，県経済連(以下「県連j と略す〉に購入を申請する。これを受けた県連

は，単協から要求の多い機種を全農に申請する。これを受けて全農は，県連か

らの要求の多い惨j重吉中心に，全農としての取扱機種を決定する。このため，

県連や単協は，全農によって取り扱われなかった機種については，直接メーカ

ーや系列版社，特約盾から購入してレる。

22) 当社は久保田の子会社である「クボタ事業社J(投資金社〉により， 1977年に出資設立された
も0)であり，その出資比率は35克である(久保問鉄工，前掲資料〉。

23) 久保閏の特約眉(第4，5表O)B社〉である「田中機械株式会社」京都市本社社長の田中重隆
Jliより聞き取り.1981年8月21目。
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(1) 全国

全農を頂点とする農協系統の農機取扱高は， 1983年度において 1，314億円と

なっている2ヘこれに対して県連のそれは 2，233億円であり， 単協では3，413億

円(ただし1982年度の数字，第 6表参照)である。「系統三段階」叫において生

経済段連階

単

協

E量
階

実 数|比率
pzlf宅;LPml生活物資

全国 40，808 100 25，527 62.5 2，233 8，7 15，281 

近畿 3，570 100 1，773 50.0 171 9，7 1，797 

京 都 412 100 207 50.2 30 14，7 205 

全閏 49，809 100 33，195 66.6 3，413 10.3 16，613 

近畿 3，983 100 2，273 57，1 264 11.6 1，710 

京 都 519 100 245 47.2 47 19，1 274 

[資料] 全国農業協同組合中央会『農業協同組合年鑑Jl1985年版， 446~47， 450~51ベ

ージによりf乍成。

(注〉 単協段階の鋲宇は1982年のものである。

37.4 

50，0 

49，7 

33，3 

42.9 

52.8 

産資材のうちに占めている農機取扱比率が全農段階 4.7%，県連段階 8.7%，単

協段階 10.3，%となっており，全農段階を除けば，近畿地域ではほぼ同様な比率

告示しているの

(2 ) 近畿

近畿地域での生産資材取扱比率は，前出の第 6表で見られるように，全国の

平均を大幅に下回るにもかかわらず，農機取扱比率は全国水準を上回っている。

すなわち，全国の購買品取扱総額に占めている生産資材の比率が県連 62，5%，

24) 数字は，全国農業協同組合中央会『農業協同組合年鑑j1985年， 232ベージによる。

25) 農協系統組織の三段階制とは，基本組織であり，本来農民を組合員とするいわゆる単位農協，
これらの単位農協が集まコて県段階で組織する県連合会，さらに県連合会によって組織される全
国連合会の三段階をいヲ。足羽進三郎編『農協の現状と課題』東洋経済新報社， 1974年， 101~ 
102ベージ。
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単協 66.6%に対して，近畿地域ではそれぞれ 50;百， 57.1%と大幅に下回る。し

かし農機の取扱比率は，全国平均に対して近畿地域ではそれぞれ 1ポイン人

1.3ポイント上回っており， この地域での農機取扱比率の相対的な高さは特徴

的である。

(3) 京都府

京都府においては，県連及び単協における農機の取扱比率は，その他の生産

資材の取扱比率よりもさらに高い(つまり 1位は農業機械 2位は石油 3

位は肥料など)。すなわち県連では14.75百，単協では19.1%と，全国平均よりも

高い近畿の水準をさらに上回っているのである。つまり，単協段階亡は京都府

における農機の意義はきわめてλきいという ζ とになる。 ζのことが，京都府

における「系統ノレート」の比重の大きさを示すものであるかについては，後段

で立ち入って検討したい。

次に京都府農協系統の支所別農機取扱実績(第7表〉を見てみよう。県連

の取扱令額は1979年度30億円， 80年度約31億円で， 3.3%の徴増である。支所

別取扱比率を見ると，園部42.2%，中丹21.8%，丹後19.8%，山城11.4%，京都

第7衰京都府農協系統の支所別農機取扱実績 (単位百万円， %) 

年(③積間額×推作〉定付需面要
単協取扱金額 経済連取扱金額

良家戸数
(1980年度〉

統制率 く1979年度) I (1980年度〉
〈戸〉 C%) 

実数 |比率実数|比率③ 。/⑧

尽者日 7，793 1，013 10.6 207 47 204 110 3_6 103 3.3 

山城 11，164 1，636 17.2 655 14.9 40.0 348 11.5 352 11.4 

園部 14，010 2，401 25.2 1，662 37.8 69.2 1，020 33.9 1，298 42.2 

中丹 lR，162 2，5，'51 26.8 990 22.5 38.8 734 24.4. 自70 21.8 

丹後 11，446 1，919 20.2 880 20.0 45，日 774 25，7 609 19.8 

〔その他26〉
0，9 46 1.5 

合計|叫5751 叩口 1100 1 仰 41 1∞|岨 111 旦0121 100 1 3，0781 1帥

〔資来日 京都府経済農業協同組合連合会「農業機械技術指導員大会資料-J1981年，
11~13ヘジ，により作成。
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3.3%という順である。 これは， それぞれの地域において全耕地面積に占める

稲作面積の比率に対応している25'。したがって，単協の支所別取扱比率を見て

も同じような傾向が見られよう。とりわけ単協段階では，農機の取扱統制率は

支所別に見ると，園部69.2忽丹後45.8%，山城40.0%，中丹38.8%，京都2日4%

という順になっている。この統制率の順を農機取扱金額比率のそれと比較すれ

ば， 1位の園部と 5位の京都を除いて， 2， 3， 4位は逆転している。 これはは

たして何を意味しているのであろうか。

とりあえず前出の第4凶を見ることにしよう。この図は農協の農機取扱統制

率を，支所別各農協においてさらに詳しく図示したものである。これによれば，

農機取扱統制率が50%以上を占めている単協は支所別に見ると，山城日ヶ所，

京都2ケ所，園部8ケ所，中丹 2ケ所，丹後5ケ所となっており，最も多い所

はやはり園部である。これは第 7表で示される統制ネのj唄と同じである。その

上，統制率が自割以上を占める所を見ると，園部は最も多<4ヶ所を数え，次

いで山城の 3ケ所であ;;s。注目に値するのは，大手企業3社が販売拠点を置い

ていない地域では農協の農機取扱統制率が高いことである。例を挙げれば，丹

後の各地域，園部の瑞穂町，日吉町，京北町，馬路，篠など，京都の向日市，

山域の御牧，都々城，有智郷，宇治田原などである。とはいえ，メーカーの版

社が設置されていても，農協の統制率は依然として高い例も数ヶ所見られる。

例えば，園部の八木町，亀岡市では農協とメーカー系列販売席との競合関係が

明白に見られる。

以上の点について，さらに大手企業の事例に即して検討してみよう。まず久

保田の場合は，前述のように，京都地域において系列版社を設置しておらず，

このことが井関とヤンマーの場合と比べた時きわめて特徴的である。これはお

そらく，久保田にとっては京都府内における農協系統の強さ'"を考慮すると，

26) 京都府生体の作付延面積は.1978年に39，400へグターであるのに対L，稲作の耕地利用面漬は
地棋別に見ると 園部7，0-71. 中丹6，223，丹後5，448，rfr城見24R，京都2.010ヘクターであるく近畿
農政局統計情報部編『京都農林水産統剖年報』京都農林統計協会， 1目9年、 25へ ジ〉。

27) 京都府において系統ルートを通じる場合は，良機の総売上高の約32%を示しているが， しかノ
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農協を通じて製品を流した方がより効率的だからであろう。本来，久保田はい

わゆる「久保田型」として版社に強いはずであるにもかかわらず，京都地域で

は逆の，変則的な現象を見せているのはこのためである。いずれにしても，久

保田は「商業者ルート」の流通パイプとして，三つの特約庖を各地域に設置し

ている。しかし，農高の農機取扱統制率の高さをもって，農協はこれらの特約

庖に対L，いわば競争相手として立ち現われている問。例えば，地域的に見る

とわかるように，山城の精華町，園部の亀岡市，八木町，園部町等ではB社及

びC社対農協系統の競争関係の発生が窺えよう。このような事情から，久保田

の京都府における販売戦略は，商莱者と農協系統の「両立型」といえよう o こ

白ことは第8表で確認することができるであろう。また特約庖に力点を置くし、

わゆる「ヤンマー型」は，京都においては農協系統との関係で，久保田と同様

の「両立型」の範鴎に入れることができるであろう。

井関の場合は，久保田と違って「系統ノレート」を通さずに，版社を製品の流

通パイプとして活用している。これは上述の「京滋ヰセキ版売株式会社』の設

TI:による主のである。しかも，丹後，中丹においてそれぞれの地域に l社ずつ

の特約席を置いている。結局，井関はこのような版社，特約百を抱えているの

で， r系統ルート」との取引を開始すれば，系統農協の資金力，価格の面から

特約屈の経営に打撃を与えることを恐れ，農協との取引を京都府においては政

、L滋賀県の場合は低<，約12%を占めるにすぎない〈第8衰を参照〕。

28) 田中機械，前掲聞き取り。
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策的に低く抑えているといわれている加。この点は久保田の販売政策と対照的

であ品。久保田とヤンマーの「両立型」に対して，井関のそれは「商業者中心

型J ということができるであろう。

他方三菱農機の場合は，販売ノレートが全国的には「系統中心型」といえるが，

京都地域においてもその性格を典型的に現わしている。

3 事例分析 井関農機の場合

ここで井関の京都における販売活動の実態を一事例として取り上げてみた

い叩。京都地域における井関の直轄販社は前出の「京滋ヰセキ販売株式会社」

であり，これはお70年に井関農機と川崎重工業の資本参加によって発足したも

のである。資本金は(l9~1年) 8，400万円，従業者数176人， 年間売上高75億円

であり，取扱製品は農機以外に施設全般や一般住宅である8九当社の活動地域

は京都府，滋賀県のほかに兵庫県氷上郡(京都府との県境〉である。

当社の販売を担当している諾営業所は，滋賀県日ヶ所，京都府6ヶ所，氷上

郡 lヶ所，合計15ケ所である。他に滋賀県，京都府それぞれ 2ケ所ずつの+ー

ピスセンターがある山。当社の取り捜う真機のシェアは次の通りである。京都

29) 京滋牛セキ服売株式会社京都市本社冨首業所長の!日端将司氏より閣き取り， 1981年7月23日。
30) 本節は主に1981年7月23日に宥った向上回問者取り調査に基づいてま色めたものである。
31) 当社は J 1973竿にエッセキハウス工業株式会社の代理屈としてプレハプ住宅の販売施工に進出

し拍めた〈京滋牛セキ服売#式会社「会社案内J1981年， 2ベージ〉。
32) 機械の整備点検，定期点民農作業時期外の事前点検等々を行う施設である。こ目ような点検

作業以外に，サ ピスの面では土曜日，日曜日でも営業する 0)"('J 農協のそれと比べてより紗/
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地域に対するメーカー全体の出荷台数は 1980年現在トラクタ 5.170台， コン

バイン5.660台，田植機1，920台，耕転機4，280台となるが， この中で当社の占め

る比率は， トラクター17.85百， コンパイン23.1%，田植機25.6%，耕転機15.6%

であり 33) これを平均してみると，当社の販売 V ，，;.アは，約1.5~ 2割である。

つまり，現在大手4社だけで約 B割ほどのシェアを占めている中で 1社当た

り平均 2割のシェアを持つことになるが，当社の比率はこの平均値を示してい

るのである。地域別に見ると，京滋圏では滋賀県の占めている出荷台数が最も

多し全地域及び大部分の機種の約 5~6 割の比率を占める。

販売方法については，目標として直販が50%，卸売りが50%0)比率である。

尚品の支払い方佳は取り扱っている機械があまりにも高額てあるため，ユー

ザー・ロ-:/としての販売及び延べ払いという方法を採っている。ユーザー・

ロ-:/で販売しているのは約2劃で，延べ払いは 6割あり，残りは一括払いと

いう形である。とりわけ顧客がF ーザー・ロー νで購入する場合は，当社が全

額の資金を銀行に対して保証しているので，顧客にとってきわめて好都合主い

える。しかも低金利(年利約 9%)で銀行(主に地方銀行，相互銀行，農林中

金，信用金庫等々〉から融資を受けることができる。この制度は農協の取扱い

と比較しでも遜色がない。したがって，アフターサーピスを考え合わせると，

農協に対して比較的有利な立場に立ちうるといえよう。

販売価格については，農協の農機取扱高が全国的レベルで約 5割も占めてい

るので，最終的に全農がその決定権を握っている。さらに販売価格上の政策と

しては，不需要期(農閑期〕と需要期〔農繁期〕とで販売価格に格差を設ける

制度も実施している。

IV 流通機構における類型の検出

農機販売体制の系列化によりもたらされた，大手企業の流通網に対する政策

、密であるといわれている(京滋ヰセキ販売，前掲閣き取引。
33) 数字は，京滋キセキ販売株式会社の内部資料による。
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の二つの類型と，農協系統の台頭，流通経路における役割分担との関連で設定

しうる三つの類型に関しては，既述の通りである。それではそれぞれの企業が

販売網に対して採ってきた政策が，どのような意味を持っているのかについて

考察Lてみたい。

まず農協系統との関係で主要企業の採った販売政策は，結局二つの類型に区

分されると考えられる。つまり，臭事~.~夫企業主と来業夫企業主の二類型で
ある。前者は井関農機と三菱農機を代表とするが，井闘が「商業者中心型」の

販売政策を採ったのに対して，三菱は対照的にむしろ「系統中心型」の政策を

採った。井関は「販売庖争奪戦」の過程で久保田と対抗するために， 白り独自

な版社を全国的に創設した。これは専業大企業という生産構造に対応した販売

戦略であったということができるであろう。というのは，地域によって相異は

あるが，農協が井関の製品を扱う場合，その地域における井関の自社販売会社

と競合関係に陥ることを回避するためである。同じ理由によって三菱の場合は，

系列版社を積極的に創り出すことをせず，ほぽ全面的に農協系統が三菱の版社

の役割を果たしているように見える。三菱のこのような販売戦略は井闘のそれ

と対照的に異なるように見えて実は同質なのであり，これまた農機専業大企業

に適合的な政策と見るべきである。

他方，兼業大企業型としての販売戦略を採っている久保田鉄工とヤンマー農

機は，前者のそれと異なって「商業，系統の両立型」の，いわば弾力的な販売

政乗を採っているのである。両社とも農機業界においては兼業大企業であるば

かりか，当業界上位の 2社であることに注目すべきである。そもそも両社は，

経営多角化の一環として農機部門の生産販売に進出した企業であり""販売戦

略もまたその多角的経営方式に対応するものであった。すなわち，久保田の場

合は，自社独自の販売網を創る際に，既存の総代理屈や有力販売庖などに資本

参加することによってこれを実現しようとしている o この場合，井関のそれと

比べれば，井関ほど版売部門に対する投資を必要としない(前出の久保田の系

34) 拙穂前掲晴丸山5~09ページを害闘。
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列版社に対する平均出資比宅は37%である〕。その上，例えば京都府のように農

協系統の農機取践比率がきわめて高い地域では，久保田は自社版社を置こうと

はせず，全面的に農協系統を活用している。ヤンマー農機の場合も，積極的に

系列版社を設置せずに，販売活動では特約屈と農協系統を利用している。両社

がこのような販売政策を採ったのは，兼業企業という性格から，農機部門の成

長力が弱まってくる段階に達した時，起りうる当該部門の相対的縮小に備えて，

その際に発生する損失を最小限度に抑えようとする打算が働いていると見るこ

ともできるωである。その限りで，このような販売体制そのものが，状況し、か

んによっては農機製造部門の縮小ないしそれからの徹返さえもの可能性を暗示

しているといえよう。

以上の検討から，当業界の大企業の販売網政策におけるこ類型をほぼ検山し

えたと考えるが，販売戦略の包含する様々な具体的問題，例えば販売計画，販

売管理，腹売促進等の分析は依然として残されている。これらを今後の課題と

Ltこし、。

なお， 1960年代から農機流通における役割を増大させてきた農協系統の農機

取扱比率は， 七述のように第一次，第二次減反政策以後横ばいとなり(前出の

第 3図参照)， さらに減生傾向を示している現状であるが， 商業者ノレートの追

上げは今後より一層激Lさを増すであろう。例えば， 1960年以後の「近代化資

金」の運用によって系統ノレートの農機取扱比率は急速に増大してきたのである

が， しかし商業者側はそれに対抗するため，クレジット・ローン等の資金活用

のほかに様々な販売l サーピ月活動を展開して，農機市場の占有率を取 b返そ

うと努力を重ねている。農協系統の経営環境は今後ますます厳しいものとなる

であろう。

(1985年 3月3目脱稿〉

〔附記〕

本稿作成に当たり，貴重な資料を提供して下さり，またインタピュ に快〈応じて下

さった京都府経済農業協同組合連合会施設機械部部長浅田春朗氏，同連合会農業機械課
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調査役横山勲氏，京滋キ七キ膜売株式会社取締役営業副本部長川端将司氏，日中機械株

式会社社長田中重隆民(いずれも肩書は御協力頂いた当時のもの)， またアンケートに

協力して下さった京都府下の販売会社，特約庖の方々に心から謝意を表レたい。


